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　「何故自治基本条例が必要か」についての討議について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１、７月２８日の討議について

　

・７月１３日の全体会での討議は、自治基本条例についての必要性、意義、役割について会員のなかで共通認識が十分得られておらず、この克服が重要であると判断される内容でした。

・それとくらべ、７月２８日の討議は、自治基本条例の必要性を自覚した立場での発言が多数をしめていました。分析してみたところ、市民参画あるいは市政運営のルールづくりという意見が７０％占めています。これは、自治基本条例策定への強い意欲を示す数字だといえると思います。

・しかし、課題解決を期待する立場での発言が約１０％、何故必要かわからないが７％、そして自治基本条例策定に反対の立場での意見が５％あり、これらは、相当数の方が自治基本条例の必要性、意義、役割について共通の認識に至っていないことを示しています。

・以上に見たとおり、自治基本条例の必要性を理解している方が多いことは心強いことであり、喜ばしいことです。そしてこの点で、７月２８日の討議は一定の成果があったといえると思います。そしてこのような結果を出す上で、討議にはいるに当たって討議の主題と方向性について発言していただいたことが、このことについての準備不十分な点があったとはいえ、よかったのではないかと思います。

・しかし、発言の多くは、まだ感想的意見の域をでず、また、鎌倉の実状を踏まえた上での意見は少ないように見受けられたことは、現状ではやむを得ないとはいえ、今後の課題だと思います。

・以上から、今後、討議にはいるに当たって、主題を鮮明に示した討議要綱をつくり、必要な資料も用意し、鎌倉の実状を踏まえた討議をおこなうことができるよう努めることが大切であると思います。

２、「何故自治基本条例が必要か」についての今後の討議について
基本的な流れ

1 8月３１日の学習会は、国の法改正の内容や意義を中心に講義していただく。この際、後述する鎌倉についての資料をお渡しして、可能な限り鎌倉の実状に触れながらお話して頂けるよう要請する。

2 上記の学習につづき９月に鎌倉の実状に即した学習、討議をおこなう

③　今までの学習、討議を踏まえて自治基本条例の必要性についての基本的見解をまとめる

（１）学習、討議の方法

　　

主題＝「何故自治基本条例が必要か」

　方法＝①全国的にみても大きな成果といえる「広町、台峯の緑地保全」と全県一の「ごみ資源化」を素材にしてその成果と教訓を学び、自治基本条例の必要性を探る。

　　　　②担当部課に経過と成果、教訓を簡潔に文書にまとめてもらい、全会員に事前に配布し、当日、１０分程度報告を受け２０分程度質疑をおこなう。

　　　　③その後、討議し、まとめる。

　趣意

1 みどりの教訓

広町、台峯は市街化区域であり、開発が合法的に可能。保全を図りたい市は悪戦苦闘。議会も議論百出。市民は四半世紀に及ぶ大運動。ついに保全の成果。ここには、法律遵守だけの政治から、分権と自治をすすめ、法律と地方の実状にあった政治への転換の大切さ、ならびに困難を突破する原動力は市民の運動、市民参画であり、市民、議会、市の三者の協働であることが教訓的に示されています。三者協同についての原則を確立し、創意ある努力をかさねるならば、必ずやなお残っている緑問題をはじめ多くの諸問題解決の展望をひらく力になると思います。

　　②　ごみの教訓

　　　　ごみは、一時深刻な危機に直面し、市民の中に大きな批判と怒りの運動がおこりました。この運動の中で、市民は、市が上から一方的に押しつけるやり方を厳しく批判し、市民参画を求め、「市民会議」がスタート。議会もごみ論議に多くの時間をかけ、そして市も必死の努力を重ねました。その結果、焼却率全県平均９０％のなかで６０％を実現し、まもなく４０％を展望できるところまできました。ここでも市民参画と市民、議会、市の三者の協働がいかに大きな力を発揮するかを知ることができます。

資料

　　緑問題＝新「緑の基本計画」より抜粋

　　ごみ問題＝市と県発行の統計資料

期待＝二つのテーマに絞っての討議が、自治基本条例を策定し、歴史都市鎌倉のまちづくりを主体的、積極的、創造的に行う体制確立についての論議へ発展するきっかけになれば幸いです。

（２）まとめについて

　いままでの討論を踏まえ、自治基本条例の必要性についての見解案を運営委員会でまとめ、次の全体会で確認し、発表する。
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